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第１章：暴力団情勢

第１ 令和３年における主な暴力団情勢とその対策

六代目山口組と神戸山口組の対立抗争の激化を受け、令和２年１月、暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（以下「暴力団対策法」という。）に基づき、特に警戒を要する区域（以下「警戒区

域」という。）等を定めて両団体が「特定抗争指定暴力団等」に指定された後も、両団体の対立抗争は

継続している。

こうした中、両団体の特定抗争指定の期限を延長するとともに、警戒区域を見直し、情勢に応じた措

置を講じている。

また、令和２年２月に任侠山口組から名称を変更した絆會も、依然として両団体と対立状態にある。

今後も引き続き、市民生活の安全確保に向け、必要な警戒や取締りの徹底に加え、暴力団対策法の効

果的な活用等により事件の続発防止を図るとともに、この機会に各団体の弱体化及び壊滅に向けた取組

を推進していくこととしている。

さらに、工藤會については、平成24年12月に「特定危険指定暴力団等」に指定し、以降１年ごとに指

定の期限を延長しているところ、令和３年12月には９回目の延長を行った。

これまで工藤會に対する集中的な取締り等を推進してきた結果、主要幹部を長期にわたり社会隔離す

るとともに、その拠点である事務所も相次いで閉鎖されるなどした。そうした中、令和３年８月には、

福岡地方裁判所において、工藤會総裁に対する死刑等の判決が出されるなど、工藤會の組織基盤等に相

当の打撃を与えている。

今後も、未解決事件の捜査をはじめとした取締りや資金源対策を強力に進めるとともに、工藤會によ

る違法行為の被害者等が提起する損害賠償請求訴訟等に対する必要な支援や離脱者の社会復帰対策を更

に推進していくこととしている。

このほか、暴力団排除の取組を一層進展させるため、暴力団排除に取り組む事業者に対する暴力団情

報の適切な提供や保護対策の強化等に取り組んでいる。
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第２ 暴力団その他反社会的勢力の情勢

１ 暴力団構成員等の状況

暴力団構成員及び準構成員等（以下、この項において「暴力団構成員等」という。）の数は、平成

17年以降減少し、令和３年末現在で24,100人注1となっている。このうち、暴力団構成員の数は12,300人、

準構成員等の数は11,900人となっている（図表１－１）。

また、主要団体等注2（六代目山口組、神戸山口組、絆會及び池田組並びに住吉会及び稲川会。以下同

じ。）の暴力団構成員等の数は17,200人（全暴力団構成員等の71.4％）、うち暴力団構成員の数は

9,100人（全暴力団構成員の74.0％）となっている（図表１－２）。

注１：本項における暴力団構成員等の数は概数であり、各項目を合算した値と合計の値は必ずしも一致しない。

注２：平成27年以降は、六代目山口組、神戸山口組、住吉会及び稲川会を「主要団体」として表記していたが、平成30年以降は、

絆會を含む５団体を、令和３年以降は、池田組を含む６団体を「主要団体等」として表記している。

図表１－１ 暴力団構成員等の推移
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図表１－２ 主要団体等の暴力団構成員等の比較

注：図表１－２中の括弧内は、各欄の上段に記載されている各主要団体等及び主要団体等合計の構成員、準構成員等及び暴力団構成員

等の数が、それぞれ各年末現在における全暴力団の構成員、準構成員等及び暴力団構成員等の数に占める割合を示している。
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２ 主要団体等の動向

主要団体等の令和３年における主な動向は、次のとおりである。

(1) 六代目山口組

「特定抗争指定暴力団等」としての指定の期限が延長されたこと等を受け、警戒区域外で執行部会

やブロック会議を開催している。

若頭補佐や幹部への昇格人事を行い、組織の活性化を図るとともに、神戸山口組傘下組織を六代目

山口組傘下に取り込むなど、引き続き神戸山口組に対する切り崩し工作を行っている。

(2) 神戸山口組

「特定抗争指定暴力団等」としての指定の期限が延長されたこと等を受け、警戒区域外で会合を開

催している。

直系組織の代表が引退し、傘下組織が六代目山口組に移籍する一方、副本部長の役職を新設し、直

系組織の幹部を新たに舎弟に登用するなど、体制の維持を図っている。

(3) 絆會

定例会の代わりに執行部会やブロック会議を開催しているほか、令和３年８月に若頭代行や若頭補

佐への昇格人事を行うなど、体制の維持を図っている。

(4) 池田組

令和２年７月末に神戸山口組傘下からの離脱を表明し、令和３年11月には、岡山県公安委員会によ

り、指定暴力団として指定された。

(5) 住吉会

令和３年４月に八代目会長が最高位の代表に就任し、渉外委員長を九代目会長とする代目継承を行

い、組織の活性化を図ったほか、六代目山口組や関東地区の団体と食事会を行うなど、その関係を維

持している。

(6) 稲川会

令和３年４月に役員人事を行い、組織の活性化を図ったほか、六代目山口組や関東地区の団体と食

事会を行うなど、その関係を維持している。
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３ 暴力団以外の反社会的勢力の情勢

(1) 総会屋・会社ゴロ等の状況

総会屋及び会社ゴロ等（会社ゴロ及び新聞ゴロをいう。以下同じ。）の数は、令和３年末現在、

965人と近年減少傾向にある（図表１－３）。

図表１－３ 総会屋・会社ゴロ等の推移

注：「グループ構成員」とは、グループを形成する者をいう。

(2) 社会運動等標ぼうゴロの状況

社会運動等標ぼうゴロ（社会運動標ぼうゴロ及び政治活動標ぼうゴロをいう。以下同じ。）の数は、

令和３年末現在、4,730人と近年減少傾向にある（図表１－４）。

図表１－４ 社会運動等標ぼうゴロの推移

注：「グループ構成員」とは、グループを形成する者をいう。
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第３ 暴力団犯罪の検挙状況等

１ 全般的検挙状況

近年、暴力団構成員等（暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者をいう。以下同じ。）の検挙人員

は減少傾向にあり、令和３年においては、11,735人である。主な罪種別では、傷害が1,353人、窃盗が

1,008人、恐喝が456人、覚醒剤取締法違反（麻薬特例法違反は含まない。以下同じ。）が2,985人で、

前年に比べそれぞれ276人、149人、119人、525人減少している一方、詐欺が1,555人で、前年に比べ306

人増加している（図表１－５、１－８）。

暴力団構成員等の検挙人員のうち、構成員は2,238人、準構成員その他の周辺者は9,497人で前年に比

べいずれも減少している（図表１－５、１－６）。

また、暴力団構成員等の検挙件数についても近年減少傾向にあり、令和３年においては、19,425件で

ある。主な罪種別では、傷害が1,119件、窃盗が6,012件、恐喝が391件、覚醒剤取締法違反が4,512件で、

前年に比べそれぞれ247件、700件、43件、576件減少している一方、詐欺が1,933件で、前年に比べ388

件増加している（図表１－７）。
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図表１－５　暴力団構成員等の罪種別検挙人員の推移
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図表１－６　暴力団構成員の罪種別検挙人員の推移
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うち公契約関係競売等妨害 0 0 0 0 0 0
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特 3 4 3 6 13 7

3 2 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2 2 3 1 0 -1

0 0 0 0 0 0
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旅 券 法

麻 薬 等 特 例 法

そ の 他 の 特 別 法 犯

特 別 法 犯 合 計

総 計

毒 劇 物 法

廃 棄 物 処 理 法

労 働 基 準 法

職 業 安 定 法

健 康 保 険 法

労 働 者 派 遣 法

銃 刀 法

火 薬 類 取 締 法

麻 薬 等 取 締 法

あ へ ん 法

大 麻 取 締 法

覚 醒 剤 取 締 法

売 春 防 止 法

児 童 福 祉 法

出 資 法

貸 金 業 法

宅 地 建 物 取 引 業 法

建 設 業 法

自 転 車 競 技 法

競 馬 法

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 法
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図表１－７　暴力団構成員等の罪種別検挙件数の推移
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図表１－８ 主要罪種における暴力団構成員等の検挙人員の推移

２ 六代目山口組等に係る犯罪の検挙状況

近年、暴力団構成員等の検挙人員のうち、六代目山口組、神戸山口組、絆會、住吉会及び稲川会の暴

力団構成員等が占める割合は約８割で推移しており、令和３年においても、9,354人で79.7％を占めて

いる。このうち、六代目山口組の暴力団構成員等の検挙人員は、4,496人と暴力団構成員等の検挙人員

の約４割を占めている（図表１－９）。

図表１－９ 六代目山口組等の暴力団構成員等の検挙人員の推移

注１：括弧内は、暴力団構成員等の検挙人員のうち、暴力団構成員の検挙人員を指す。

注２：隅付き括弧内は、暴力団構成員の検挙人員に占める上記団体の暴力団構成員の検挙人員の割合を指す。

24,139 22,861 22,495 21,643 20,050 17,737 16,881 14,281 13,189 11,735

6,285 6,045 5,966 5,618 5,003 4,693 4,569 3,593 3,510 2,985

2,970 2,807 2,696 2,596 2,514 2,095 2,042 1,823 1,629 1,353

2,794 2,470 2,296 2,121 2,044 1,874 1,627 1,434 1,157 1,008

2,190 2,321 2,337 2,281 2,072 1,813 1,749 1,448 1,249 1,555

1,334 1,084 1,084 1,042 830 803 772 636 575 456

うち窃盗

うち詐欺

うち恐喝

          年次

罪種名

うち傷害

H30 R３R２

総数

うち覚醒剤取締法違反

R元H26H25H24 H27 H28 H29

24,139
　

(5,510)

22,861
　

(5,333)

22,495
　

(4,734)

21,643
　

(4,589)

20,050
　

(4,612)

17,737
　

(4,060)

16,881

(3,405)

14,281

(2,869)

13,189

(2,561)

11,735

（2,238）

うち六代目山口組
12,566

(2,366)

11,308

(2,325)

10,854

(2,047)

9,656

(1,865)

6,631
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5,539
　

(1,149)
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4,496
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うち神戸山口組 － － －
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うち住吉会
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(615)

2,433

(493)

2,215

(438)

2,220
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うち稲川会
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3,252

(1,014)
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3,445

(771)
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(662)

2,312
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2,182

(543)

1,793

(400)

1,662

(402)

1,534

（367）

上記団体合計
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(4,389)

18,268

(4,283)

18,224

(3,731)

17,602

(3,621)

16,244

(3,687)

14,201
　

(3,261)
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(2,077)
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人員に占める上記団体
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検挙人員の割合(%)
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検挙人員（人）

　　　　　　　　年次
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３ 六代目山口組・弘道会に対する集中取締り

六代目山口組は平成27年８月末の分裂後も引き続き最大の暴力団であり、その弱体化を図るため、六

代目山口組を事実上支配している弘道会及びその傘下組織に対する集中した取締りを行っている。

令和３年においては、六代目山口組直系組長等７人、弘道会直系組長等12人、弘道会直系組織幹部

（弘道会直系組長等を除く。）31人を検挙している（図表１－10）。

図表１－10 六代目山口組・弘道会の直系組長等の検挙人員の推移

【事例】

○ 弘道会直系組長らによる詐欺事件（令和３年10月、警視庁）

弘道会直系組長らは、令和２年７月、国の持続化給付金制度を不正に利用しようと考え、同給付

金申請用ページに接続し、自らが暴力団員であることを隠した上、管理する会社の売上げが減少し

たように装って同給付金の給付を申請し、現金200万円をだまし取った。令和３年10月までに、同

組長らを詐欺罪で検挙した。

23 8 14 15 18 16 12 4 5 7 2

5 10 11 9 18 18 11 9 13 12 -1

27 31 30 23 29 20 18 23 19 31 12

六代目山口組直系組長等

R３ 増減

弘道会直系組織幹部

弘道会直系組長等

　　　　　　　　　   　   年次
  区分

H24 R２R元H25 H26 H27 H28 H29 H30
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★ トピックスⅠ

六代目山口組・神戸山口組の対立抗争等

１ 山口組の分裂

平成27年８月末、六代目山口組が分裂して神戸山口

組が結成され、平成28年４月には、兵庫県公安委員会

が神戸山口組を指定暴力団として指定した。また、六

代目山口組と神戸山口組が対立抗争状態にある中、平

成29年４月には、神戸山口組傘下組織の一部が任侠山

口組の結成を明らかにし、平成30年３月、兵庫県公安

委員会が任侠山口組を指定暴力団として新たに指定

（令和２年２月に絆會と改称）したことで、３つの指

定暴力団が対立することとなった（図表１）。

２ 対立抗争の激化

六代目山口組と神戸山口組の間では、平成31年４月以降、拳銃使用の殺人事件等が相次いで発生す

るなど、対立抗争が激化する状況が認められた。

３ 事務所使用制限命令の発出

対立抗争の激化を受け、令和元年10月、兵庫県警察、岐阜県警察、愛知県警察及び大阪府警察が、

対立抗争に関係する暴力団事務所の使用制限の仮の命令を発出し、その後、同年11月、これら４府

県の公安委員会が、事務所使用制限命令を発出した。同命令により、これら事務所を多数の指定暴力

団員の集合の用、対立抗争のための謀議、指揮命令又は連絡の用等に供することが禁止されることと

なった。

４ 特定抗争指定暴力団等の指定

その後も、自動小銃を使用した殺人事件が発生するな

ど、六代目山口組と神戸山口組に関連する凶器を使用し

た殺傷事件が続発した状況を受け、令和元年12月、岐阜

県、愛知県、三重県、京都府、大阪府及び兵庫県の公安

委員会が、３か月の期間及び警戒区域を定めて両団体を

「特定抗争指定暴力団等」として指定することを決定

し、令和２年１月、その効力が発生した。さらに、両団

図表２ 六代目山口組・神戸山口組の「特定抗争指
定暴力団等」としての指定に係る警戒区域

【警戒区域】
岐阜県：岐阜市
愛知県：名古屋市、刈谷市、あま市及び知多郡武豊町
三重県：桑名市
京都府：京都市
大阪府：大阪市及び豊中市
兵庫県：神戸市、姫路市、尼崎市、南あわじ市及び淡路市

（島しょ部（架橋等により本土との陸上交通が確保
された島を除く。）の区域を除く。）

鳥取県：米子市
島根県：松江市
岡山県：津山市

９府県17市町
※令和３年末現在

図表１ 山口組の分裂

組長
井上邦雄

組長
金禎紀

六代目山口組 絆會
（任侠山口組）

※ 六代目山口組、神戸山口組及び絆會（任
侠山口組）の暴力団構成員数は、令和３年
末の数値

平成30年３月
任侠山口組を
暴対法により

指定

組長
篠田建市

平 成 2 7 年 ８ 月 末
分裂

平 成 2 8 年 ３ 月
対立抗争状態と判断

平 成 2 8 年 ４ 月
神戸山口組を

暴対法により指定

神戸山口組

暴力団構成員
約4,000人

暴力団構成員
約510人

暴力団構成員
約90人

～主要検挙事例～

○ 平成31年４月、兵庫県神戸市内の路上において、六代目山口組傘下組織組員らが神戸山口組傘下組織組長の背部等を
包丁で突き刺すなどした殺人未遂事件が発生し、同月、同組員ら２人を逮捕した。

○ 令和元年８月、兵庫県神戸市内の路上において、神戸山口組傘下組織組長が六代目山口組傘下組織組員に拳銃を発射
して負傷させた殺人未遂事件が発生し、同年12月、同組長を逮捕した。

○ 令和元年10月、兵庫県神戸市内の路上において、六代目山口組傘下組織組員が神戸山口組傘下組織組員らに拳銃を発
射して死亡させた殺人事件が発生し、同月、六代目山口組傘下組織組員を逮捕した。
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体に関連する殺傷事件が発生するなどしたことを受け、令和３年末現在、９府県の公安委員会によ

り、17市町を警戒区域とする指定が行われている（図表２）。同指定により、警戒区域内での事務

所の新設、対立組織の組員に対するつきまとい、対立組織の組員の居宅及び事務所付近のうろつ

き、多数での集合、両団体の事務所への立入り等の行為が禁止されることとなった。

５ 対立抗争に起因するとみられる事件の検挙

対立抗争状態にあると判断した平成28年３月７日から令和３年末までに、両団体の対立抗争に起因

するとみられる事件は23都道府県で86件発生し、うち70件で275人の暴力団構成員等を検挙した。

～令和３年における主要検挙事例～

○ 令和２年９月、宮崎県宮崎市内の駐車場において、六代目山口組傘下組織組長が、神戸山口組傘下組織組長の頭部等を包丁で突き刺すなど
した殺人未遂事件が発生し、令和３年９月までに、六代目山口組傘下組織幹部らを逮捕した。

○ 令和３年４月、大分県日田市内の神戸山口組傘下組織事務所に、火炎瓶が投てきされる事件が発生し、同年７月、六代目山口組傘下組織組員
を火炎びん処罰法違反（火炎びんの使用）で逮捕した。

○ 令和３年５月、岡山県倉敷市内において、六代目山口組傘下組織組員が、神戸山口組傘下組織組長の自宅玄関扉に向けて機関拳銃等を発射
する事件が発生し、同年６月までに、同組員を殺人未遂罪等で逮捕した。

～六代目山口組・神戸山口組の「特定抗争指定暴力団等」としての指定に係る主な出来事～

【令和２年】

１月 岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府及び兵庫県の公安委員会（以下「６府県の公安委員会」という。）が、六代目山口組及び神戸山口組を

「特定抗争指定暴力団等」 として指定。

４月 ６府県の公安委員会が、指定の期限を延長。

５月 岡山県において、六代目山口組傘下組織幹部による神戸山口組傘下組織幹部に対する拳銃使用の殺人未遂事件が発生。

７月 ６府県の公安委員会が、指定の期限を延長。

鳥取県、島根県、岡山県及び愛媛県の公安委員会（以下「４県の公安委員会」という。）が、両団体を「特定抗争指定暴力団等」として指定。

８月 山口県において、六代目山口組傘下組織組員による神戸山口組傘下組織幹部に対する拳銃使用の殺人未遂事件が発生。

１０月 ６府県の公安委員会及び４県の公安委員会（以下「10府県の公安委員会」という。）が、指定の期限を延長。

１１月 兵庫県において、六代目山口組傘下組織幹部らによる神戸山口組幹部らに対する拳銃使用の殺人未遂事件が発生。

１２月 岡山県において、六代目山口組傘下組織組員による神戸山口組傘下組織事務所に対する拳銃使用の建造物損壊事件が発生。

【令和３年】

１月 １０府県の公安委員会が、指定の期限を延長。

４月 １０府県の公安委員会が、指定の期限を延長。

５月 岡山県において、六代目山口組傘下組織組員による神戸山口組傘下組織組長に対する機関拳銃等使用の殺人未遂等事件が発生。

７月 １０府県の公安委員会が、指定の期限を延長。

１０月 愛媛県を除く９府県の公安委員会が、指定の期限を延長。



- 14 -

４ 事業者襲撃等事件及び対立抗争事件の発生状況等

(1) 事業者襲撃等事件の発生状況

平成25年まで暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件が相次いで発生してきたが、平成26年以

降大きく減少し、令和３年においては、１件発生している（図表１－11）。

図表１－11 事業者襲撃等事件の発生状況の推移

注：事件数とは、都道府県警察から事件単位で報告があった数を計上したもので、検挙件数とは異なる（以下同じ。）。

(2) 対立抗争事件の発生状況

令和３年においては、対立抗争に起因するとみられる事件は３件発生している（図表１－12）。

これらはいずれも六代目山口組と神戸山口組との対立抗争に関するものであり、火炎瓶や銃器を使

用した事件が住宅街で発生するなど、地域社会に対する大きな脅威となっている。

図表１－12 対立抗争事件の発生状況の推移

５ 銃器発砲事件の発生状況

暴力団等によるとみられる銃器発砲事件は、令和３年においては８件発生し、これらの事件による

負傷者は３人で、死者はなかった（図表１－13）。暴力団等によるとみられる銃器発砲事件は、依然

として市民の身近な場所で発生しており、地域社会の大きな脅威となっている。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織組員による拳銃等使用の殺人未遂等事件（令和３年６月、岡山）

六代目山口組傘下組織組員は、令和３年５月、岡山県倉敷市内の神戸山口組傘下組織組長の自

宅敷地内において、殺意をもって、同組長の自宅玄関扉に向けて機関拳銃等を発射し、同玄関扉

22 23 8 1 3 2 1 2 1 1

R３R２

発生事件数

H24 H25 H26 H27 H28
　　　　　　　　 年次
 件数

H29 H30 R元

対立抗争認定数(回) 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0

うち六代目山口組関与事件数 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

発生件数(件) 14 27 18 0 42 9 8 14 10 3

う ち 銃 器 使 用 回 数 7 20 9 0 6 1 1 3 5 1

死者数(人) 1 0 0 0 4 1 0 3 0 0

うち暴力団構成員等以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負傷者数(人) 6 3 3 0 15 4 9 7 8 0

うち暴力団構成員等以外 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

R３R２H26 H27 H28 H29 H30 R元
                     年次
区分

H24 H25
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を損壊した。同年６月、同組員を殺人未遂罪等で逮捕した。

図表１－13 暴力団等によるとみられる銃器発砲事件の発生状況の推移

６ 拳銃押収丁数

暴力団からの拳銃押収丁数は、令和３年においては、31丁と前年に比べ減少している（図表１－14）。

依然として、暴力団が拳銃を自宅や事務所以外の場所に保管するなど、巧妙に隠匿している実態がう

かがえる。

図表１－14 暴力団からの拳銃押収丁数の推移

注：各下段は、押収拳銃総数に占める割合である。

７ 組織的犯罪処罰法（加重処罰関係）の適用状況

令和３年における暴力団構成員等に対する組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

（以下「組織的犯罪処罰法」という。）の加重処罰関係の規定の適用状況については、組織的な犯罪の

加重処罰について規定した第３条違反の検挙事件数は４件であり、組織的な犯罪に係る犯人蔵匿等につ

いて規定した第７条違反の検挙事件数は１件であった（図表１－15）。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織幹部らによる組織的犯罪処罰法違反事件（令和３年９月、宮崎、大分）

六代目山口組傘下組織幹部らは、令和２年９月、団体の活動として組織により、殺意をもっ

て、神戸山口組傘下組織組長に対して刃物を突き刺すなどし、負傷させた。令和３年９月まで

25 35 19 8 17 13 4 10 14 8

うち対立 抗争に よるもの 7 20 9 0 6 1 1 3 5 1

3 2 0 1 2 2 0 4 3 0

11 2 3 3 1 4 1 5 5 3

R３
                       　 年次
区分

発 砲 事 件 数 ( 件 )

死 者 数 ( 人 )

H27

負 傷 者 数 ( 人 )

H29 R２H30H24 H25 H28H26 R元

95 74 104 63 54 79 73 77 54 31

真 正 銃 （丁） 89 69 98 56 54 68 70 76 51 30

93.7% 93.2% 94.2% 88.9% 100.0% 86.1% 95.9% 98.7% 94.4% 96.8%

改 造 銃 （丁） 6 5 6 7 0 11 3 1 3 1

6.3% 6.8% 5.8% 11.1% 0.0% 13.9% 4.1% 1.3% 5.6% 3.2%

R３
            年次
区分

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２

押収拳銃総数(丁)  

H24
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に、同幹部らを組織的犯罪処罰法違反（組織的殺人未遂等）等で逮捕した。

図表１－15 暴力団構成員等に対する組織的犯罪処罰法（加重処罰）の適用状況（事件数）

８ 資金獲得犯罪の検挙状況

(1) 令和３年の暴力団等の資金獲得犯罪の特徴

覚醒剤取締法違反、恐喝、賭博といった伝統的資金獲得犯罪は、依然として、暴力団等の有力な資

金源になっていることがうかがえる。これらのうち、暴力団構成員等の伝統的資金獲得犯罪の検挙人

員に占める覚醒剤取締法違反の割合は近年、約８割で推移しており、令和３年中においても同様であ

る（図表１－18、１－19）。

また、暴力団構成員等の検挙状況を主要罪種別にみると、暴力団構成員等の総検挙人員に占める詐

欺の検挙人員は、覚醒剤取締法違反に次いで多く、詐欺による資金獲得活動が定着化している状況が

うかがえる（図表１－８）。

特に、近年、暴力団構成員等が主導的な立場で特殊詐欺に深く関与し、有力な資金源の一つとして

いる実態が認められる。

その他、金融業、建設業、労働者派遣事業、風俗営業等に関連する資金獲得犯罪が行われており、

依然として多種多様な資金獲得活動を行っていることがうかがえる。

(2) 組織的犯罪処罰法（マネー・ローンダリング関係）の適用状況

令和３年における暴力団構成員等に係る組織的犯罪処罰法のマネー・ローンダリング関係の規定の

適用状況については、犯罪収益等隠匿について規定した同法第10条違反事件数が32件であり、犯罪収

益等収受について規定した同法第11条違反事件数が28件である。

また、同法第23条に規定する起訴前の没収保全命令の適用事件数は22件である（図表１－16、１

－17）。

【事例】

○ 道仁会傘下組織組長による犯罪収益等隠匿事件（令和３年６月、佐賀）

無登録で貸金業を営んでいた道仁会傘下組織組長は、平成30年６月から令和３年４月にかけ

て、複数の借受人に、返済金合計約290万円を同組長が管理する複数の他人名義の口座に振り込

ませ、犯罪収益の取得につき事実を仮装した。同年６月、同組長を組織的犯罪処罰法違反（犯罪

組織的な犯罪の加重処罰規定(３条) 3 6 6 4 13 5 4 10 4 4

組織的な犯罪に係る犯人蔵匿等(７条) 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1

H28 H29 H30 R元
                                             年次
区分

H24 H25 H26 R３H27 R２
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収益等隠匿）で検挙した。

図表１－16 暴力団構成員等に対する組織的犯罪処罰法（マネー・ローンダリング関係）

の適用状況（事件数）

図表１－17 暴力団構成員等に対する組織的犯罪処罰法（マネー・ローンダリング関係）

の適用状況（令和３年・前提犯罪の内訳・事件数）

(3) 伝統的資金獲得犯罪

伝統的資金獲得犯罪の全体の検挙人員のうち暴力団構成員等が占める割合は、近年、30～50％台で

推移している。この割合は、刑法犯・特別法犯の総検挙人員のうち暴力団構成員等の占める割合が５

～７％台で推移していることからすると、高いといえる。

令和３年の伝統的資金獲得犯罪に係る暴力団構成員等の検挙人員は3,590人で、暴力団構成員等の

総検挙人員の30.6％を占めており、依然として、伝統的資金獲得犯罪が有力な資金源となっているこ

とがうかがえる（図表１－18、１－20）。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織組長らによる賭博開張図利事件（令和３年７月、岡山）

六代目山口組傘下組織組長らは、令和２年７月から同年８月にかけて、プロ野球の試合を利用

した賭博場を開張して利益を図った。令和３年７月、同組長らを賭博開張図利罪で逮捕した。

犯罪収益等隠匿(10条) 27 35 26 43 45 22 36 32 27 32

犯罪収益等収受(11条) 28 40 28 46 25 24 26 19 30 28

起訴前の没収保全命令(23条) 39 54 45 46 34 27 27 14 20 22

H28 H29 H30 R元
                                             年次
区分

H24 H25 H26 R３H27 R２

前 提 犯 罪 の 罪 種 名 10条 11条 23条 合 計

詐欺 11 8 3 22

風営適正化法 2 6 7 15

窃盗 5 5 0 10

貸金業法・出資法 6 0 2 8

賭博等 0 4 2 6

電子計算機使用詐欺 5 0 0 5

労働者派遣法 1 0 4 5

売春防止法 0 3 1 4

入管法 0 0 3 3

恐喝 1 1 0 2

電磁的公正証書原本不実記録 1 0 0 1

不正作出私電磁的記録供用 0 1 0 1

合計 32 28 22 82
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図表１－18 伝統的資金獲得犯罪の暴力団構成員等の検挙人員の推移

注１：括弧内は、暴力団構成員等の検挙人員のうち、暴力団構成員の検挙人員の数を示したものである。

注２：隅付き括弧内は、暴力団構成員の検挙人員に占める伝統的資金獲得犯罪の検挙人員の割合を示したものである。

図表１－19 罪種別伝統的資金獲得犯罪の暴力団構成員等の検挙人員の推移

注１：括弧内は、暴力団構成員等の検挙人員のうち、暴力団構成員の検挙人員の数を示したものである。

注２：隅付き括弧内は、暴力団構成員の伝統的資金獲得犯罪の検挙人員に占める罪種別の検挙人員の割合を示したものである。

24,139 22,861 22,495 21,643 20,050 17,737 16,881 14,281 13,189 11,735

(5,510) (5,333) (4,734) (4,589) (4,612) (4,060) (3,405) (2,869) (2,561) (2,238)

8,209 7,478 7,479 7,202 6,269 5,795 5,641 4,422 4,313 3,590

(1,796) (1,651) (1,457) (1,410) (1,253) (1,192) (1,026) (811) (672) (591)

34.0 32.7 33.2 33.3 31.3 32.7 33.4 31.0 32.7 30.6

【32.6】【31.0】【30.8】【30.7】【27.2】【29.4】【30.1】【28.3】【26.2】【26.4】

R元 R２ R３
                年次
 区分

暴力団構成員等の検挙人員（人）

うち伝統的資金獲得
犯罪の検挙人員

H24 H25 H26 H28 H29 H30H27

暴力団構成員等の検挙人員
に占める伝統的資金獲得犯罪
の検挙人員の割合（％）

8,209 7,478 7,479 7,202 6,269 5,795 5,641 4,422 4,313 3,590

(1,796) (1,651) (1,457) (1,410) (1,253) (1,192) (1,026) (811) (672) (591)

6,285 6,045 5,966 5,618 5,003 4,693 4,569 3,593 3,510 2,985

(1,150) (1,109) (979) (910) (845) (786) (644) (526) (458) (415)

76.6 80.8 79.8 78.0 79.8 81.0 81.0 81.3 81.4 83.1

【64.0】【67.2】【67.2】【64.5】【67.4】【65.9】【62.8】【64.9】【68.2】【70.2】

1,334 1,084 1,084 1,042 830 803 772 636 575 456

(572) (462) (432) (431) (344) (362) (360) (262) (195) (173)

16.3 14.5 14.5 14.5 13.2 13.9 13.7 14.4 13.3 12.7

【31.8】【28.0】【29.6】【30.6】【27.5】【30.4】【35.1】【32.3】【29.0】【29.3】

511 294 366 515 423 289 292 189 225 149

(49) (56) (34) (60) (57) (39) (18) (20) (18) (3)

6.2 3.9 4.9 7.2 6.7 5.0 5.2 4.3 5.2 4.2

【2.7】 【3.4】 【2.3】 【4.3】 【4.5】 【3.3】 【1.8】 【2.5】 【2.7】 【0.5】

79 55 63 27 13 10 8 4 3 0

(25) (24) (12) (9) (7) (5) (4) (3) (1) (0)

1.0 0.7 0.8 0.4 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.0

【1.4】 【1.5】 【0.8】 【0.6】 【0.6】 【0.4】 【0.4】 【0.4】 【0.1】 【0.0】

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３

暴力団構成員等の
伝統的資金獲得犯罪
の検挙人員（人）

                年次
 区分

H24 H25

うちノミ行為等

割合（％）

うち覚醒剤取締法違反

割合（％）

うち恐喝

割合（％）

うち賭博

割合（％）
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図表１－20 伝統的資金獲得犯罪の検挙人員に占める暴力団構成員等の割合の推移

注：「暴力団構成員等が占める割合」の数値は、伝統的資金獲得犯罪（各罪種）の全体の検挙人員のうち暴力団構成員等が占める割合

を示したものである。

（参考）刑法犯・特別法犯総検挙人員において暴力団構成員等の検挙人員が占める割合

(4) 詐欺事犯

近年、暴力団が資金を獲得する手段の一つとして、詐欺、特に特殊詐欺を行っている実態がうかが

える（図表１－21）。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織組員による詐欺事件（令和３年２月、石川）

六代目山口組傘下組織組員は、令和２年５月から同年11月にかけて、国の持続化給付金制度

や県の経営持続支援金制度等を不正に利用しようと考え、自らが暴力団員であること等を隠し

た上、給付申請等し、現金合計240万円をだまし取った。令和３年２月、同組員を詐欺罪で逮

捕した。

○ 家電販売店店員等をかたる特殊詐欺事件（令和３年６月、京都）

令和元年11月、家電販売店の店員等を装って高齢者の自宅を訪れた「受け子」の男が、高齢

者からキャッシュカードをだまし取るなどした特殊詐欺事件で、令和３年６月までに、犯行グ

ループを統括していた神戸山口組傘下組織幹部を含むメンバー合計33人を詐欺罪等で逮捕し

た。

伝統的資金獲得犯罪の合計 8,209 7,478 7,479 7,202 6,269 5,795 5,641 4,422 4,313 3,590

暴力団構成員等が占める割合 53.3% 52.9% 53.3% 51.7% 49.0% 47.1% 47.3% 43.0% 42.0% 38.3%

覚醒剤取締法違反 6,285 6,045 5,966 5,618 5,003 4,693 4,569 3,593 3,510 2,985

暴力団構成員等が占める割合 55.2% 56.1% 55.3% 52.1% 48.8% 47.4% 47.3% 43.4% 42.6% 39.1%

恐喝 1,334 1,084 1,084 1,042 830 803 772 636 575 456

暴力団構成員等が占める割合 43.7% 42.3% 44.1% 47.6% 46.3% 45.5% 46.2% 41.4% 38.0% 37.1%

賭博 511 294 366 515 423 289 292 189 225 149

暴力団構成員等が占める割合 58.3% 40.6% 49.8% 55.8% 58.3% 45.4% 48.5% 41.8% 45.5% 29.6%

ノミ行為等 79 55 63 27 13 10 8 4 3 0

暴力団構成員等が占める割合 94.0% 82.1% 98.4% 84.4% 46.4% 90.9% 80.0% 30.8% 50.0% 0.0%

               年次
区分

H24 H25 R３H30 R元 R２H26 H27 H28 H29

356,389 328,113 316,965 304,868 289,016 277,472 268,988 254,421 243,927 233,197

24,139 22,861 22,495 21,643 20,050 17,737 16,881 14,281 13,189 11,735

6.8% 7.0% 7.1% 7.1% 6.9% 6.4% 6.3% 5.6% 5.4% 5.0%

うち暴力団構成員等の検挙人員

暴力団構成員等が占める割合

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元 R３R２

総検挙人員

　　　　　　　　　　　　　年次
　区分

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27
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図表１－21 特殊詐欺による暴力団構成員等の検挙人員の推移

注：令和３年の数値は暫定値である。

(5) 企業活動を利用した資金獲得犯罪

暴力団は、暴力団を利用する企業と結託するなどして、金融業、建設業等の各種事業活動に進出し、

暴力団の威力を背景としつつも一般の経済取引を装い、様々な犯罪を引き起こしている。

ア 金融業

暴力団は、無登録で貸金業を営み、高金利で貸し付けるなど、いわゆる「ヤミ金融」を営み、資

金獲得を図っている実態がうかがえる（図表１－22、１－23）。

【事例】

○ 道仁会傘下組織組長らによる貸金業法違反事件（令和３年７月、佐賀）

道仁会傘下組織組長らは、平成29年５月頃から令和２年４月頃にかけて、男性らに現金合計140

万円を貸し付け、登録を受けないで貸金業を営んだ。令和３年７月までに、同組長らを貸金業法

違反（無登録営業等の禁止）等で逮捕した。

図表１－22 貸金業法違反による暴力団構成員等の検挙人員の推移

注：「暴力団構成員等が占める割合」の数値は、貸金業法違反の全体の検挙人員のうち暴力団構成員等が占める割合を示したもの

である。

うち主犯 62 55 59 60 45

うち主犯 29 27 23 27 19

主犯の検挙人員のうち暴力団構成員等が占める割合 46.8% 49.1% 39.0% 45.0% 42.2%

295

検挙人員のうち暴力団構成員等が占める割合 25.2% 23.1% 18.2% 15.3% 12.5%

うち暴力団構成員等 618 655 521 402

特殊詐欺（検挙人員全体） 2,448 2,837 2,861 2,621 2,365

　　　　　　　　　　　　　年次 
H29 H30 R元 R２ 　 R３

 区分

53 73 49 39 35 39 29 31 35 20

うち暴力団構成員の検挙人員 12 19 12 18 9 7 12 13 15 6

29.4% 43.7% 33.3% 23.5% 27.6% 30.2% 29.3% 32.6% 34.7% 24.7%

R３

暴力団構成員等の検挙人員

暴力団構成員等が占める割合

H28
            年次

区分
H24 R２H25 H29 H30H26 H27 R元
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図表１－23 出資法違反による暴力団構成員等の検挙人員の推移

注：「暴力団構成員等が占める割合」の数値は、いわゆる出資法違反の全体の検挙人員のうち暴力団構成員等が占める割合を示し

たものである。

イ 建設業

暴力団は、自ら建設業を営んだり、建設業者と結託するなどして、公共工事等への参入を図って

いる実態がうかがえる。

ウ 労働者派遣事業

暴力団は、労働者派遣事業を営み、建設現場等へ労働者を違法に派遣し、不正な収益を得ている

実態がうかがえる（図表１－24）。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織幹部による労働者派遣法違反事件（令和３年11月、静岡）

六代目山口組傘下組織幹部は、令和３年８月から同年10月にかけて、許可なく労働者を現場作

業員として派遣し、マンション新築工事等の建設業務に従事させ、労働者派遣法で禁止されてい

る建設業務への労働者派遣事業を行った。同年11月、同幹部を労働者派遣法違反（禁止業務への

派遣）で逮捕した。

図表１－24 労働者派遣法違反による暴力団構成員等の検挙人員の推移

注：「暴力団構成員等が占める割合」の数値は、いわゆる労働者派遣法違反の全体の検挙人員のうち暴力団構成員等が占める割合を示

したものである。

エ 風俗営業

暴力団は、風俗店経営者等と結託するなどして売春等に関与し、風俗営業に関する違法行為で得

た犯罪収益等を資金源としている実態がうかがえる。

43 46 27 26 20 24 12 33 22 27

うち暴力団構成員の検挙人員 15 12 5 10 7 7 7 6 3 10

22.9% 27.7% 16.5% 24.3% 15.6% 19.7% 9.7% 28.4% 20.4% 22.1%

R３

暴力団構成員等の検挙人員

暴力団構成員等が占める割合

H27 H28 H29 R２
年次

区分
H30H24 H25 H26 R元

31 32 34 23 7 6 12 23 15 12

うち暴力団構成員の検挙人員 13 15 18 3 2 2 1 5 4 6

73.8% 86.5% 87.2% 62.2% 21.9% 42.9% 48.0% 69.7% 55.6% 92.3%

R３

暴力団構成員等の検挙人員

暴力団構成員等が占める割合

　　　　　　　年次
区分

R元H29 H30 R２H24 H25 H26 H27 H28
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【事例】

○ 六代目山口組傘下組織総長らによる売春防止法違反事件（令和３年３月、栃木）

六代目山口組傘下組織総長らは、令和２年７月頃から同年８月頃にかけて、売春の周旋をし

た。令和３年３月、同総長らを売春防止法違反（周旋等）で逮捕した。

(6) 企業対象暴力及び行政対象暴力

令和３年における暴力団構成員等、総会屋、会社ゴロ等及び社会運動等標ぼうゴロによる企業対象

暴力及び行政対象暴力事犯の検挙件数は443件となっており、このうち、企業対象暴力事犯は196件、

行政対象暴力事犯は247件となっている。

また、総会屋、会社ゴロ等及び社会運動等標ぼうゴロの検挙人員は26人、検挙件数は24件である。

依然として暴力団構成員等の反社会的勢力が、企業や行政に対して威力を示すなどして、不当な要求

を行っている実態がうかがえる。

【事例】

○ 三代目俠道会傘下組織組長による名誉毀損等事件（令和３年１月、広島）

三代目俠道会傘下組織組長らは、令和２年12月、電気通信会社等の付近住民らに対し、拡声器

を使用するなどして、「反社会勢力との密接交際をやめろ」「大悪党反社会勢力の交際を即時や

めろ」「人間の皮を被った貪欲古狸と大悪党企業の成敗」などと言って、同会社等の名誉を毀損

するなどした。令和３年１月、同組長らを名誉毀損罪等で逮捕した。

(7) 金融・不良債権関連事犯

令和３年における暴力団等に係る金融・不良債権関連事犯の検挙事件数は13件であり、いずれも企

業融資等に関する融資詐欺事件といった融資過程におけるものであった（図表１－25）。

【事例】

○ 六代目共政会傘下組織幹部らによる詐欺事件（令和３年２月、広島）

六代目共政会傘下組織幹部らは、平成26年９月、住宅ローン融資の名目で金融機関から金銭を

だまし取ろうと考え、同幹部が住宅ローン融資の借主であり、土地建物の購入資金に充てるつも

りであることを隠し、知人男性を借主とする住宅ローン融資を申し込み、融資金約3,000万円を

だまし取った。令和３年２月、同幹部らを詐欺罪で逮捕した。
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図表１－25 暴力団等に係る金融・不良債権関連事犯の検挙事件数の推移

９ 準暴力団等

(1) 準暴力団等の動向

準暴力団とは、暴力団のような明確な組織構造は有しないものの、これに属する者が集団的又は常

習的に暴力的不法行為等を行っている、暴力団に準ずる集団である。近年、準暴力団やこれに準ずる

集団（以下「準暴力団等」という。）に属する者が、繁華街・歓楽街等において、集団的又は常習的

に暴行、傷害等の事件を起こしているとともに、違法な資金獲得活動を活発化させている実態がみら

れるほか、暴力団との関係を深め、犯罪行為の態様を悪質・巧妙化している状況がうかがえる。

【事例】

○ 刃物等を使用した強盗致傷等事件(令和３年９月、警視庁)

暴走族の元構成員等を中心とする集団のメンバーである男らは、令和３年７月、男性宅に押し

入り、警棒等で男性の頭部を殴打した上、刃物で腕を切りつけるなどの暴行を加えて負傷させる

とともに、同男性に対し、「早く金を払えよ」などと脅して現金を要求した。さらに、携帯電話

を利用して、同男性の母親に「あんたが金を払わないと、あんたは息子の死体を片付けることに

なるぞ」などと告げた上、同男性の悲鳴を聞かせるなどして脅し、現金を要求した事件につい

て、同年９月、同男ら４人を傷害罪等で検挙した。

○ 親族を装って高齢者から現金をだまし取った詐欺事件（令和３年８月、千葉）

建設作業員の男をリーダーとする集団のメンバーらが、令和２年11月、高齢者に対し、親族を

装って「会社に450万円の損害を出してしまい、弁償しないといけないからなんとかしてほし

い」旨の嘘を言って現金を要求し、これを信じた高齢者から現金100万円をだまし取った事件に

ついて、令和３年８月までに、同男ら６人を詐欺罪で検挙した。

(2) 警察の取組

警察では、準暴力団等の動向を踏まえ、繁華街・歓楽街対策、特殊詐欺対策、組織窃盗対策、暴走

族対策、少年非行対策等の関係部門間における連携を強化し、準暴力団等に係る事案を把握等した場

合の情報共有を行い、部門の垣根を越えた実態解明の徹底に加え、あらゆる法令を駆使した取締りの

強化に努めている。

融資過程 28 34 26 12 12 23 8 14 11 13

債権回収過程 11 2 0 0 2 2 0 1 0 0

合計 39 36 26 12 14 25 8 15 11 13

R３
                年次
区分

H24 H25 H26 R元H27 H28 H29 H30 R２
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【事例】

○ 刃物を使用した殺人等事件(令和３年５月、静岡)

逮捕監禁等の事件を起こしたことがある集団のメンバーである男が、令和３年３月、飲食店等

が入るビルの出入口付近において、かねてよりトラブル関係にあった男性の左肩を包丁様の刃物

で突き刺し、殺害した事件について、同年５月までに同男を殺人罪で検挙するとともに、同集団

のメンバーである他の男ら６人を証拠隠滅罪等で検挙した。

また、同年11月には、繁華街における暴力団や準暴力団等の排除に向け、静岡県弁護士会と共

同で飲食店事業者等を対象としたいわゆる「暴排ローラー」を実施した。

○ 国の持続化給付金制度を悪用した詐欺事件(令和３年６月、新潟)

元暴力団構成員等を中心とする集団のメンバーである男らが、令和２年７月、国の持続化給付

金制度を不正に利用しようと考え、同給付金申請ページに接続し、虚偽の事業内容及び事業収入

を入力するなどして同給付金の給付を申請し、現金200万円をだまし取った事件について、令和

３年６月までに、同男ら７人を詐欺罪で検挙した。

第４ 暴力団対策法の施行状況等

１ 指定状況

令和３年における暴力団の指定状況は次のとおりである。

なお、令和３年末現在、25団体が指定暴力団として指定されている（図表１－26）。

(1) ２月８日、松葉会が東京都公安委員会により10回目の指定を受け、四代目福博会が福岡県公安委員

会により８回目の指定を受けた。

(2) ３月12日、絆會が兵庫県公安委員会により２回目の指定を受けた。

(3) ４月19日、関東関根組が茨城県公安委員会により２回目の指定を受けた。

(4) 11月11日、池田組が岡山県公安委員会により新たに指定された。
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図表１－26

番 号 名 称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 代 表 す る 者 勢 力 範 囲 構 成 員 数

1 六 代 目 山 口 組 兵庫県神戸市灘区篠原本町4-3-1 篠田　建市 1都1道2府40県 約4,000人

2 稲 川 会 東京都港区六本木7-8-4 辛　　炳圭 1都1道16県 約1,900人

3 住 吉 会 東京都港区赤坂6-4-21 関　　 　功 1都1道1府15県 約2,500人

4 五 代 目 工 藤 會 福岡県北九州市小倉北区宇佐町1-8-8 野村　  悟 3県 約250人

5 旭 琉 會 沖縄県中頭郡北中城村字島袋1362 永山　克博 1県 約240人

6
七代目会津小鉄会
（ 代 表 者 金 元 ）

京都府京都市左京区一乗寺塚本町21-4 金　　　 元 1道1府 約50人

7 六 代 目 共 政 会 広島県広島市南区南大河町18-10 荒瀬　　進 1県 約120人

8 七 代 目 合 田 一 家 山口県下関市竹崎町3-13-6 金　　教煥 2県 約40人

9 四 代 目 小 桜 一 家 鹿児島県鹿児島市甲突町9-24 平岡　喜榮 1県 約50人

10 五 代 目 浅 野 組 岡山県笠岡市笠岡615-11 中岡　　豊 2県 約60人

11 道 仁 会 福岡県久留米市京町247-6 小林　哲治 4県 約400人

12 二 代 目 親 和 会 香川県高松市塩上町2-14-4 良　博文 1県 約30人

13 双 愛 会 千葉県市原市潤井戸1343-8 椎塚　　宣 2県 約120人

14 三 代 目 俠 道 会 広島県尾道市山波町3025-1 池澤　　望 5県 約70人

15 太 州 会 福岡県田川市大字弓削田1314-1 日高　　博 1県 約70人

16 十 代 目 酒 梅 組 大阪府大阪市西成区太子1-3-17 李　　正秀 1府 約20人

17 極 東 会 東京都新宿区歌舞伎町2-18-12 曺　　圭化 1都12県 約390人

18 二 代 目 東 組 大阪府大阪市西成区山王1-11-8 滝本　博司 1府 約80人

19 松 葉 会 東京都台東区西浅草2-9-8 伊藤　義克 1都7県 約340人

20 四 代 目 福 博 会 福岡県福岡市博多区千代5-18-15 金　　國泰 2県 約80人

21 浪 川 会 福岡県大牟田市八江町38-1 朴　　政浩 1都5県 約180人

22 神 戸 山 口 組 兵庫県神戸市中央区二宮町3-10-7 井上　邦雄 1都1道2府13県 約510人

23 絆 會 兵庫県尼崎市戸ノ内町3-32-6 金　　 禎紀 1都1道1府9県 約90人

24 関 東 関 根 組 茨城県土浦市桜町4-10-13 大塚　逸男 1都1道3県 約100人

25 池 田 組 岡山県岡山市北区田町2-12-2 金　　孝志 1道3県 約80人

注１：

２：

本表の｢名称｣、｢主たる事務所の所在地｣、｢代表する者｣、「勢力範囲」及び「構成員数」は、令和３年末現在のものを示している。ただし、旭
琉會の「代表する者」については、令和４年３月22日現在のものを示している。

令和３年末における全暴力団構成員数(約1万2,300人)に占める指定暴力団構成員数(約1万1,800人)の比率は95.9％である。

指定暴力団一覧表（２５団体）
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２ 行政命令の発出状況

(1) 中止命令

近年、中止命令の発出件数は減少傾向にあり、令和２年においては増加に転じたものの、令和３年

においては、866件と前年に比べ268件減少している（図表１－27）。

形態別では、資金獲得活動である暴力的要求行為（暴力団対策法第９条）に対するものが597件と

全体の68.9％を、加入強要・脱退妨害（同法第16条）に対するものが100件と全体の11.5％を、それ

ぞれ占めている（図表１－28）。

暴力的要求行為（同法第９条）に対する中止命令597件を条項別にみると、不当贈与要求（同条第

２号）に対するものが266件、みかじめ料要求（同条第４号）に対するものが45件、用心棒料等要求

（同条第５号）に対するものが213件となっている。また、加入強要・脱退妨害（同法第16条）に対

する中止命令の発出件数を条項別にみると、少年に対する加入強要・脱退妨害（同条第１項）が６件、

威迫による加入強要・脱退妨害（同条第２項）が88件、密接交際者に対する加入強要・脱退妨害（同

条第３項）が６件となっている。

団体別では、住吉会に対するものが225件と最も多く、全体の26.0％を占め、次いで六代目山口組

159件、稲川会135件、神戸山口組40件の順となっている（図表１－28）。

【事例】

○ 極東会傘下組織組長による不当建設工事要求行為（令和３年６月、埼玉）

極東会傘下組織組長は、令和３年６月、自宅シャッター等の取付工事を拒否した建設業者の従

業員に対し、「俺がやくざだから対応できないんだろ」「何で工事をやらないんだ、おかしいだ

ろう」などと告げて、自己が所属する暴力団の威力を示して、同工事を行うことを要求した。同

月、埼玉県公安委員会は、同組長に対し、暴力的要求行為を継続してはならない旨の中止命令を

発出した。

(2) 再発防止命令

近年、再発防止命令の発出件数は減少傾向にあり、令和３年においては37件と前年に比べ15件減

少している（図表１－27）。

形態別では、資金獲得活動である暴力的要求行為（暴力団対策法第９条）に対するものが26件と全

体の70.3％を占めているほか、準暴力的要求行為の要求等（同法第12条の３）に対するものが３件、

用心棒の役務提供等（同法第30条の６）に対するものが４件となっている（図表１－28）。

暴力的要求行為（同法第９条）に対する再発防止命令26件を条項別にみると、不当贈与要求（同条

第２号）に対するものが７件、みかじめ料要求（同条第４号）に対するものが４件、用心棒料等要求

（同条第５号）に対するものが13件、高利債権取立（同条第６号）及び不当貸付要求（同条第９号）

に対するものが１件となっている。
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団体別では、六代目山口組に対するものが12件と最も多く、全体の32.4％を占め、次いで松葉会に

対するものが５件、道仁会、双愛会及び太州会に対するものがそれぞれ３件となっている（図表１－

28）。

【事例】

○ 絆會傘下組織会長による脱退妨害（令和３年６月、兵庫）

絆會傘下組織会長は、令和３年２月、同組織の組員から脱退することを告げられた際、「お前

が辞めたら、お前の身内や手助けしとう奴のところに行って詰めなあかんし、困らせることにな

るぞ」などと告げて、同組員を威迫して暴力団から脱退することを妨害し、他の組員に対しても

同様の妨害行為を行った。これらの行為により、同会長が更に反復して同様の行為を行うおそれ

が認められたことから、同年６月、兵庫県公安委員会は、同会長に対し、１年間、更に反復して

暴力団から脱退することを妨害してはならない旨の再発防止命令を発出した。

○ 松葉会傘下組織組員によるみかじめ料要求行為（令和３年10月、警視庁）

松葉会傘下組織組員は、令和２年７月、マッサージ店の経営者に対し、「みかじめだよ」「う

ちに全然払ってないだろ」「お金払えないなら、店やめちまえよ」「お金払わなかったらどうな

るかわからねえぞ」などと告げて、自己が所属する暴力団の威力を示して、同店が営業を営むこ

とを容認する対償として金品等の供与を要求し、他の飲食店経営者に対しても同様の要求を行っ

た。これらの行為により、同組員が更に反復して同様の行為を行うおそれが認められたことか

ら、令和３年10月、東京都公安委員会は、同組員に対し、１年間、更に反復してこれと類似の暴

力的要求行為をしてはならない旨の再発防止命令を発出した。

(3) 請求妨害防止命令

令和３年における損害賠償請求等の妨害についての防止命令の発出はなかった（図表１－27）。

(4) 用心棒行為等防止命令

令和３年における縄張に係る禁止行為についての防止命令の発出件数は１件である（図表１－

27）。

この命令は、六代目山口組に対するものである（図表１－28）。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織幹部による用心棒の役務提供等（令和３年７月、愛知）

六代目山口組傘下組織幹部は、令和２年12月頃、縄張内に所在する入れ墨施術店の経営者か

ら、「また来年もよろしくお願いします」などと依頼され、同経営者に対して、「なんか困った

らまた言ってきてよ」などと告げて、用心棒の役務を提供することを約束した。令和３年７月、

愛知県公安委員会は、同幹部に対し、同経営者等のために用心棒の役務を提供すること等をして
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はならない旨の用心棒行為等防止命令を発出した。

(5) 賞揚等禁止命令

令和３年における暴力行為の賞揚等についての禁止命令の発出件数は11件である（図表１－27）。

団体別では六代目山口組に対するものが６件、工藤會に対するものが５件となっている（図表１－

28）。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織幹部に対する暴力行為の賞揚等（令和３年９月、富山）

六代目山口組と神戸山口組との対立抗争において、神戸山口組傘下組織事務所に火炎瓶を投げ

て同事務所を損壊させた六代目山口組傘下組織幹部に対し、令和３年９月、富山県公安委員会

は、六代目山口組の暴力団員から出所祝い、放免祝い、慰労金その他名目のいかんを問わず、金

品等の供与を受けてはならない旨の賞揚等禁止命令を発出した。

○ 五代目工藤會傘下組織幹部に対する暴力行為の賞揚等（令和３年10月、福岡）

みかじめ料の支払いを拒絶した会社が経営するパチンコ店の店内において、拳銃を発砲して同

店を損壊させた五代目工藤會傘下組織幹部に対し、令和３年10月、福岡県公安委員会は、五代目

工藤會の暴力団員から出所祝い、放免祝い、慰労金その他名目のいかんを問わず、金品等の供与

を受けてはならない旨の賞揚等禁止命令を発出した。

(6) 事務所使用制限命令

令和３年における事務所使用制限命令の発出件数は２件である（図表１－27）。

団体別では、六代目山口組、工藤會に対するものがそれぞれ１件となっている（図表１－28）。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織事務所に対する事務所の使用制限（令和３年６月、岡山）

「特定抗争指定暴力団等」に指定されている六代目山口組と神戸山口組に関連して、六代目山

口組傘下組織組員が神戸山口組傘下組織組長の自宅に向けて機関拳銃等を発射した殺人未遂事件

が発生したことを受け、岡山県内に所在する六代目山口組傘下組織事務所について、令和３年６

月、岡山県公安委員会は、同事務所を多数の指定暴力団員の集合の用に供すること、対立抗争の

ための謀議、指揮命令又は連絡の用に供すること等を禁止する事務所使用制限命令を発出した。
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図表１－27 行政命令の発出件数の推移

注：括弧内は、撤回した仮命令の件数を外数で示している。事務所使用制限に係る仮命令を発出したところ、事務所が撤去された

ことから、撤回したものである。

３ 命令違反事件の検挙状況

令和３年における命令違反事件の検挙事件数は１件である。この事件は、六代目山口組による再発防

止命令違反である。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織組長による再発防止命令違反事件（令和３年２月、大阪）

六代目山口組傘下組織組長は、営業を営む者等に対し用心棒の役務を提供すること等を禁止す

る旨の再発防止命令を受けていたものであるが、その命令の期限内において、大阪府内の飲食店

の顧客が支払わなかった飲食代金の一部を回収するため、同顧客に対し、「今から行ったるから

よ、どこにおるんか言えや」「お前泣かすぞ、そんなこと言っとったら、あほ」などと告げ、同

店経営者のために用心棒の役務を提供した。令和３年２月、同組長を再発防止命令違反で逮捕し

た。

中 止 命 令 1,823 1,747 1,687 1,368 1,337 1,369 1,267 1,112 1,134 866

再 発 防 止 命 令 81 62 39 36 33 35 43 32 52 37

請 求 妨 害 防 止 命 令 2 5 3 2 0 1 0 3 1 0

用 心 棒 行 為 等 防 止 命 令 － 9 4 8 2 1 6 4 3 1

賞 揚 等 禁 止 命 令 12 2 2 4 6 11 16 3 7 11

事 務 所 使 用 制 限 命 令 17 0 4 4 0 0 2 19(1) 9 2

H30H29H28H27H26H25 R２
                              年次
区分

R元 R３H24
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○　形態別

中止命令 再発防止命令 請求妨害防止命令 用心棒行為等防止命令 賞揚等禁止命令 事務所使用制限命令

１号 人の弱みにつけ込む金品等要求行為 3 0 － － － －
２号 不当贈与要求行為 266 7 － － － －
３号 不当下請等要求行為 3 0 － － － －
４号 みかじめ料要求行為 45 4 － － － －
５号 用心棒料等要求行為 213 13 － － － －
６号 高利債権取立行為 29 1 － － － －
７号 不当債権取立行為 1 0 － － － －

９ ８号 不当債務免除要求行為 17 0 － － － －
９号 不当貸付要求行為 8 1 － － － －
10号 不当金融商品取引要求行為 0 0 － － － －
11号 不当自己株式買取等要求行為 0 0 － － － －
12号 不当預貯金受入要求行為 0 0 － － － －
13号 不当地上げ行為 0 0 － － － －
14号 競売等妨害行為 0 0 － － － －
15号 不当宅地等取引要求行為 0 0 － － － －
16号 不当宅地賃借要求行為 0 0 － － － －
17号 不当建設工事要求行為 1 0 － － － －

条 18号 不当施設利用要求行為 2 0 － － － －
19号 不当示談介入行為 0 0 － － － －
20号 因縁をつけての金品等要求行為 9 0 － － － －
21号 不当許認可等要求行為 0 0 － － － －
22号 不当許認可等排除要求行為 0 0 － － － －
23号 不当入札参加要求行為 0 0 － － － －
24号 不当入札排除要求行為 0 0 － － － －
25号 談合入札要求行為 0 0 － － － －
26号 不当公契約排除要求行為 0 0 － － － －
27号 不当公契約下請等あっせん要求行為 0 0 － － － －

597 26 － － － －
10 １項 暴力的要求行為の要求等 － 0 － － － －
条 ２項 暴力的要求行為の現場立会援助 152 － － － － －

152 0 － － － －
指定暴力団等の業務に関し行われる暴力的要求行為 － 0 － － － －
準暴力的要求行為の要求等 － 3 － － － －
準暴力的要求行為 6 3 － － － －

15 １項 指定暴力団相互の対立抗争 － － － － － 1
条 ３項 指定暴力団内部の対立抗争 － － － － － 0

－ － － － － 1
16 １項 少年に対する加入強要・脱退妨害 6 0 － － － －
条 ２項 威迫による加入強要・脱退妨害 88 1 － － － －

３項 密接関係者に対する加入強要・脱退妨害 6 0 － － － －
100 1 － － － －

加入の強要の命令等 － 0 － － － －
指詰めの強要等 2 0 － － － －
指詰めの強要の命令等 － 0 － － － －
少年に対する入れ墨の強要等 0 0 － － － －
少年に対する入れ墨の強要の要求等 － 0 － － － －
事務所における禁止行為 9 － － － － －
損害賠償請求等の妨害 0 － 0 － － －
暴力行為の賞揚等 － － － － 11 －

30条 １項 用心棒の役務提供等 0 4 － 1 － －
の６ ２項 用心棒行為等の要求等 － 0 － － － －

0 4 － 1 － －
特定危険指定暴力団等の指定暴力団員の禁止行為 0 0 － － － －
特定危険指定暴力団等の事務所の使用制限 － － － － － 1

866 37 0 1 11 2

○　団体別

中止命令 再発防止命令 請求妨害防止命令 用心棒行為等防止命令 賞揚等禁止命令 事務所使用制限命令

六代目山口組 159 12 0 1 6 1
稲川会 135 2 0 0 0 0
住吉会 225 2 0 0 0 0
五代目工藤會 1 0 0 0 5 1
旭琉會 5 0 0 0 0 0

7 0 0 0 0 0
六代目共政会 1 0 0 0 0 0
七代目合田一家 2 0 0 0 0 0
四代目小桜一家 1 0 0 0 0 0
五代目浅野組 0 0 0 0 0 0
道仁会 10 3 0 0 0 0
二代目親和会 0 0 0 0 0 0
双愛会 35 3 0 0 0 0
三代目俠道会 1 0 0 0 0 0
太州会 8 3 0 0 0 0
十代目酒梅組 0 0 0 0 0 0
極東会 33 1 0 0 0 0
二代目東組 4 0 0 0 0 0
松葉会 33 5 0 0 0 0
四代目福博会 13 0 0 0 0 0
浪川会 7 0 0 0 0 0
神戸山口組 40 2 0 0 0 0

2 1 0 0 0 0
関東関根組 0 0 0 0 0 0
池田組 0 0 0 0 0 0
指定暴力団員以外 144 3 0 0 0 0

866 37 0 1 11 2

図表１－28　令和３年における中止命令等適用状況

形態別 　        　              　　　　区分

小　　　　計

小　　　　計
12条の２
12条の３
12条の５

小　　　　計

17条
20条

小　　　　計

21条
24条
25条
29条

30条の２
30条の５

30条の９

合　　　　　計

合　　　　計
30条の11－１

小　　　　計

団　体　別　　    　   　　　　　　　 　区 分

七代目会津小鉄会（代表者金元）

絆會
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第５ 暴力団排除条例の施行状況等

１ 条例の制定及び施行

平成23年10月までに全ての都道府県において暴力団排除条例（以下「条例」という。）が施行されて

おり、各都道府県は、条例の効果的な運用を行っている。

なお、市町村における条例については、令和３年末までに46都道府県内の全市町村で制定されている。

２ 条例の適用状況

各都道府県においては、条例に基づいた勧告等を実施している。令和３年における実施件数は、勧告

45件、中止命令17件、再発防止命令３件、検挙27件となっている。

【事例】

○ 利益供与事業者等に対する勧告（令和３年６月、大分）

無店舗型性風俗特殊営業店の経営者は、令和３年１月から同年４月にかけて、暴力団の威力を

利用する目的で、六代目山口組傘下組織会長に現金合計４万円を供与した。同年６月、同経営者

及び同会長に対し、勧告を実施した。

○ 暴力団排除特別区域における禁止行為（令和３年10月、愛知）

六代目山口組傘下組織幹部らは、平成30年９月頃から令和３年４月頃にかけて、条例により定

められた暴力団排除特別区域において、飲食店営業を営む者から、用心棒の役務の提供をするこ

との対償として、現金合計43万円の供与を受けた。同年10月までに、同幹部及び同飲食店営業を

営む者ら５人を同条例違反（特別区域における暴力団員の禁止行為、特別区域における特定接客

業者の禁止行為）で検挙した。

第６ 暴力団排除等の推進

１ 公共部門における暴力団排除

(1) 公共事業等からの暴力団排除

国や地方自治体等においては、警察と連携を密にし、暴力団の維持・運営に協力していた建設業者

等を指名除外等により各種入札・契約から排除している。

ア 国における取組

第８回犯罪対策閣僚会議（平成18年12月開催）において、①「公共工事からの排除対象の明確化

と警察との連携強化」及び②「暴力団員等による不当介入に対する通報報告制度の導入」を政府と

して進めることとされた。

また、警察庁と全ての省庁が、あらゆる公共事業等から暴力団関係企業を排除する枠組みを構築

している（令和３年末現在、１府11省２庁）。

イ 地方自治体における取組

① 暴力団排除条項の整備



- 32 -

地方自治体においては、暴力団や暴力団員、これらと社会的に非難されるべき関係にある者等

を的確に公共工事等から排除するため、入札参加資格基準等に暴力団排除条項を順次整備してい

る。

なお、平成28年までに、全都道府県において、全ての公共事業等を対象とした暴力団排除条項

の整備が完了している。

② 通報報告制度の整備

地方自治体においては、公共工事の受注業者等に対し、暴力団員等から不当介入を受けた場合

の警察への通報及び発注者への報告を義務付け、これを怠った場合にはペナルティを科すという

通報報告制度を順次設けている。

（参考）地方自治体における暴力団排除条項等の整備状況

注：自治体の総数 都道府県：47 市区町村：1,741

(2) 各種業法による暴力団排除

各種業法に定められた暴力団排除条項の効果的な活用や警察による各種業法違反の検挙により、暴

力団関係企業の排除を進めている。

【事例】

○ 建設業許可からの暴力団排除（令和３年３月、群馬）

県からの照会に基づき、建設業の許可を申請した建設業者について調査したところ、同建設業

者の役員等の１人が、住吉会傘下組織組員であることが判明した。令和３年３月、警察からの回

答を受けた県が、同建設業者に申請を却下する旨を伝えたところ、同建設業者は申請を取り下げ

た。

(3) その他公共部門における暴力団排除

地方自治体においては、生活保護費等の給付や公営住宅への入居等から暴力団を排除する取組を進

めている。

【事例】

○ 生活保護からの暴力団排除（令和３年６月、熊本）

区からの照会に基づき、生活保護の申請者について調査したところ、同申請者が道仁会傘下組

織組員であることが判明した。令和３年６月、警察からの回答を受けた区が、同申請者に申請を

都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村
公共工事 47 1,733 47 1,695 47 1,513
測量・建設コンサルタント 47 1,731 47 1,686 47 1,509
役務提供 47 1,669 － － 47 1,433
物品・資材調達 47 1,672 － － 47 1,422
公有財産売払い 47 1,551 － － － －

暴力団排除条項 下請・再委託契約 通報報告制度
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却下する旨を伝えたところ、同申請者は申請を取り下げた。

２ 民間部門における暴力団排除

(1) 企業活動からの暴力団排除

「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（平成19年６月、犯罪対策閣僚会議幹事

会申合せ。以下「企業指針」という。）の策定と、暴力団排除条例の制定・施行に伴う社会における

暴力団排除の気運の高まりを踏まえ、多くの企業が、企業指針に定められている反社会的勢力による

被害を防止するための基本原則（①組織としての対応、②外部専門機関との連携、③取引を含めた一

切の関係遮断、④有事における民事と刑事の法的対応、⑤裏取引や資金提供の禁止）の履行に取り組

んでいるところである。

(2) 証券取引における暴力団排除

日本証券業協会においては、警察庁をはじめとする関係機関と共に、平成18年11月、証券市場にお

ける反社会的勢力排除の推進及び関係機関との連携を図るため、「証券保安連絡会」を立ち上げ、平

成21年３月、同協会を「不当要求情報管理機関」として国家公安委員会の登録を受けた上、平成22年

５月には、取引約款等への暴力団排除条項の導入を義務付けるなどした「反社会的勢力との関係遮断

に関する規則」を制定した。さらに平成25年１月には、警察庁と同協会との間において、有価証券取

引等に必要な口座開設を申請する者等の暴力団員等該当性について照会に応じるシステムを構築して、

証券取引からの暴力団等反社会的勢力の排除に向けた取組を積極的に推進している。

(3) 銀行取引における暴力団排除

全国銀行協会においては、警察庁をはじめとする関係機関と共に、平成20年５月、銀行取引におけ

る反社会的勢力排除の推進及び関係機関との連携を図るため、「反社会的勢力介入排除対策協議会」

を立ち上げ、平成20年11月、融資取引に係る銀行取引約定書に、平成21年９月には普通預金、当座勘

定及び貸金庫取引の各規定にそれぞれ暴力団排除条項の参考例を示すなどし、銀行取引からの暴力団

排除を推進してきた。さらに平成30年１月には、警察庁と預金保険機構との間において、銀行が扱う

個人向け融資取引を申請する者等の暴力団員等該当性について照会に応じるシステムを構築して、銀

行取引からの暴力団等反社会的勢力の排除に向けた取組を積極的に推進している。

(4) 中小企業等における暴力団排除

中小企業４団体（日本商工会議所、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会及び全国商店街

振興組合連合会）は、平成23年６月に、各都道府県の下部組織に対し、企業指針の普及促進等、企

業活動からの暴力団排除の取組を行うよう通知した。平成27年４月には、日本商工会議所が、会員

からの暴力団排除条項を盛り込んだ定款例を全国の商工会議所に示すなど、警察と連携を図りなが

ら暴力団排除を推進している。

(5) 祭礼・露店からの暴力団排除

暴力団が祭礼や露店出店等に直接又は間接に関与し、これを資金源としている実態がうかがえるこ

とから、住民の安全・安心の確保はもとより、その資金源の封圧のため、祭礼・露店からの暴力団排
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除を推進している。

３ 地域・住民による暴力団排除

(1) 損害賠償請求等に対する支援

警察においては、都道府県暴力追放運動推進センター（以下「都道府県センター」という。）、弁

護士会民事介入暴力対策委員会（以下「民暴委員会」という。）等と連携し、暴力団員等が行う違

法・不当な行為の被害者等が提起する損害賠償請求等に対して必要な支援を行っている。

【事例】

○ 特殊詐欺事件に係る稲川会代表者に対する損害賠償請求訴訟支援（令和３年３月、警視庁）

平成26年９月から同年10月までにかけて発生した、稲川会傘下組織組員らによる特殊詐欺事件

の被害者４人が、稲川会の代表者に対して損害賠償を求めた民事訴訟について、東京高等裁判所

は、同代表者に対し、合計約1,600万円の支払を命じ、令和３年３月、この判決が確定した。警

察では、同訴訟に関し、民暴委員会と連携し支援を実施した。

(2) 事務所撤去運動に対する支援

警察においては、都道府県センター、民暴委員会等と連携し、住民運動に基づく暴力団事務所の明

渡請求訴訟等について、必要な支援を行っている。

【事例】

○ 池田組本部事務所に対する使用差止等仮処分命令の決定（令和３年12月、岡山）

岡山市に所在する池田組本部事務所について、その付近の施設の設置者等である同市が、警

察、民暴委員会等と連携し、令和３年８月、岡山地方裁判所に対し、同事務所の使用差止等の仮

処分命令の申立てを行ったところ、同年12月、同命令が決定された。

４ 暴力団排除活動に対する支援

(1) 保護対策の強化

警察においては、暴力団との関係遮断に取り組む市民等の安全確保の徹底を図るため、「保護対策

実施要綱」に基づき、身辺警戒員（略称「ＰＯ」（Protection Officer））をあらかじめ指定して警

戒体制を強化するなど、組織の総合力を発揮した保護対策に取り組んでいる。

(2) 暴力団情報の提供

暴力団排除条例の施行と暴力団の活動実態等の多様化・不透明化に伴い、事業者等からの暴力団情

報の提供要請が拡大しており、このような情勢の変化に的確に対応し、社会における暴力団排除を一

層推進するため、平成23年12月及び平成25年12月に暴力団情報の部外への提供の在り方を見直した。
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具体的には、これまでの「暴力団犯罪による被害防止等」や「暴力団の組織の維持又は拡大への打

撃」という提供要件に、「条例上の義務履行の支援」という要件を追加したほか、共生者等について

も情報提供の対象とするなど、実態を踏まえた運用を行っている。

５ 都道府県センターの活動状況

(1) 暴力団関係相談の受理及び対応

都道府県センターでは、暴力団が関係する多種多様な事案についての相談を受理し、暴力団による

被害の防止・回復等に向けた指導・助言を行っている。

令和３年中の暴力団関係相談の受理件数は46,058件であり、このうち警察で19,287件、都道府県セ

ンターで26,771件を受理した（図表１－29）。

図表１－29 暴力団関係相談の受理件数

(2) 不当要求防止責任者講習の実施

都道府県センターでは、都道府県公安委員会からの委託を受け、各事業所の不当要求防止責任者に

対し、暴力団等からの不当要求による被害を防止するために必要な対応要領等の講習を実施している。

令和２年度中に実施された不当要求防止責任者講習の開催回数は1,307回、同講習の受講人数は延

べ44,463人であった。

(3) 適格都道府県センターによる事務所使用差止請求制度の運用

都道府県センターは、平成26年７月までに全て適格都道府県センターとして国家公安委員会の認定

を受けており、指定暴力団等の事務所の使用により生活の平穏等が違法に害されていることを理由と

して当該事務所の使用及びこれに付随する行為の差止めを請求しようとする付近住民等から委託を受

け、当該委託をした者のために自己の名をもって、当該事務所の使用及びこれに付随する行為の差止

めの請求を行っている。

【事例】

○ 六代目山口組傘下組織事務所に対する使用差止仮処分命令の決定（令和３年５月、静岡）

令和３年３月、適格都道府県センターとして認定を受けた公益財団法人静岡県暴力追放運動推

進センターが、六代目山口組傘下組織事務所の付近住民から委託を受け、静岡地方裁判所に対

し、同センターの名をもって同事務所の使用差止の仮処分命令の申立てを行ったところ、同年５

月、同命令が決定された。

46,351 47,098 53,487 52,619 51,967 47,978 48,116 48,234 48,936 46,058

うち警察 22,369 23,630 24,183 22,637 21,823 19,930 21,085 20,169 21,017 19,287

うちセンター 23,982 23,468 29,304 29,982 30,144 28,048 27,031 28,065 27,919 26,771

H28 H29 R２H30 R元 R３

相談受理件数

　　　　　　　　　年次
区分

H24 H25 H26 H27
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(4) 暴力団員の離脱促進、社会復帰の状況

令和３年中、警察及び都道府県センターが援助の措置等を行うことにより暴力団から離脱すること

ができた暴力団員の数については、約430人となっている（図表１－30）。

【事例】

○ 暴力団からの離脱者に対する就労支援（令和３年７月）

警察の支援による暴力団からの離脱者が、就労に意欲を持っていることを把握したことから、

社会復帰アドバイザーが同人との面談や受入れ企業の選定を行うなど、警察、都道府県センタ

ー、関係機関・団体等から構成される社会復帰対策協議会において就労支援を行い、令和３年７

月、同人は企業に就労した。

図表１－30 離脱支援により暴力団から離脱した者の推移（概数）

離脱者 600 520 490 600 640 640 640 570 510 430

R３H28 H29 R元 R２H30区分　　　　　年次 H24 H25 H26 H27
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第２章：薬物・銃器情勢

第１ 薬物情勢

令和３年における薬物情勢の特徴としては、以下のことが挙げられる。

○ 薬物事犯検挙人員は、近年横ばいが続く中、13,862人と前年より僅かに減少した。

このうち、覚醒剤事犯検挙人員は7,824人と前年より減少し、第三次覚醒剤乱用期のピークで

あった平成９年（19,722人）から長期的に減少傾向にある。一方で、大麻事犯検挙人員は、30歳

未満の若年層を中心に平成26年以降増加が続き、令和３年も過去最多となった前年を上回る5,482

人となった（図表２－１）。

○ 営利目的の薬物事犯の検挙人員は975人と前年より増加した。このうち、覚醒剤事犯について

は455人と前年より減少したものの、暴力団構成員等の検挙人員が前年に引き続き過半数（54.1

％）を占める。また、大麻事犯は426人と大幅に増加し、暴力団構成員等の検挙人員が24.4％

（104人）を占めるほか、外国人の検挙人員（50人、11.7％）が前年比で22人、78.6％増加して

いる（図表２－２）。

○ 覚醒剤の総押収量は688.8キログラム、乾燥大麻の総押収量は329.7キログラムといずれも前

年より増加し、高い水準にある。また、電子たばこ用等の大麻濃縮物を22.2キログラム押収し

た。

上記のとおり、営利を目的とした薬物事犯が増加し、覚醒剤や大麻の供給網に暴力団や外国人の関与

がうかがわれることから、引き続き、密輸入・密売事犯や栽培事犯の検挙を通じた薬物の供給網遮断に

取り組むこととしている。また、大麻事犯検挙人員は、前年に続いて過去最多を更新しており、厳正な

取締りに加え、若年層による乱用防止を主な目的としてＳＮＳ等のインターネット上での違法情報・有

害情報の排除や広報啓発活動を推進することとしている。
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図表２－１ 薬物事犯別検挙件数及び検挙人員の推移

注１：本表の数値には、各薬物に係る麻薬特例法違反の検挙件数・人員の数値を含む。
注２：本表の薬物事犯は、覚醒剤事犯、大麻事犯、麻薬及び向精神薬事犯並びにあへん事犯をいい、犯罪統計による。

覚醒剤事犯 検挙件数 14,325 14,135 12,020 12,124 11,598

検挙人員 10,113 9,868 8,584 8,471 7,824

暴力団構成員等 4,751 4,645 3,738 3,577 3,051

構成比率（％） 47.0 47.1 43.5 42.2 39.0

外国人 706 632 761 480 568

構成比率（％） 7.0 6.4 8.9 5.7 7.3

大麻事犯 検挙件数 3,965 4,687 5,435 6,015 6,900

検挙人員 3,008 3,578 4,321 5,034 5,482

暴力団構成員等 742 762 780 751 789

構成比率（％） 24.7 21.3 18.1 14.9 14.4

外国人 250 253 279 292 350

構成比率（％） 8.3 7.1 6.5 5.8 6.4

麻薬及び 検挙件数 840 862 945 1,081 966

向精神薬事犯 MDMA等合成麻薬 107 122 178 372 380

コカイン 392 434 482 412 308

ヘロイン 19 14 13 6 1

その他 322 292 272 291 277

検挙人員 409 415 457 562 541

暴力団構成員等 69 50 58 59 52

構成比率（％） 16.9 12.0 12.7 10.5 9.6

外国人 102 133 123 116 167

構成比率（％） 24.9 32.0 26.9 20.6 30.9

MDMA等合成麻薬 42 50 82 201 221

暴力団構成員等 11 5 6 15 17

構成比率（％） 26.2 10.0 7.3 7.5 7.7

外国人 5 18 30 62 84

構成比率（％） 11.9 36.0 36.6 30.8 38.0

コカイン 177 197 205 188 157

暴力団構成員等 38 36 47 33 21

構成比率（％） 21.5 18.3 22.9 17.6 13.4

外国人 70 83 63 42 35

構成比率（％） 39.5 42.1 30.7 22.3 22.3

ヘロイン 9 10 6 6 0

暴力団構成員等 0 0 0 1 0

構成比率（％） 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0

外国人 9 6 5 5 0

構成比率（％） 100.0 60.0 83.3 83.3 0.0

その他 181 158 164 167 163

暴力団構成員等 20 9 5 10 14

構成比率（％） 11.0 5.7 3.0 6.0 8.6

外国人 18 26 25 7 48

構成比率（％） 9.9 16.5 15.2 4.2 29.4

あへん事犯 検挙件数 12 6 4 11 16

検挙人員 12 1 2 12 15

暴力団構成員等 0 0 0 0 0

構成比率（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

外国人 0 0 0 0 1

構成比率（％） 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7

合計 検挙件数 19,142 19,690 18,404 19,231 19,480

検挙人員 13,542 13,862 13,364 14,079 13,862

暴力団構成員等 5,562 5,457 4,576 4,387 3,892

構成比率（％） 41.1 39.4 34.2 31.2 28.1

外国人 1,058 1,018 1,163 888 1,086

構成比率（％） 7.8 7.3 8.7 6.3 7.8

Ｒ３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年別
区分

H29 H30 Ｒ元 Ｒ２
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図表２－２ 薬物事犯別営利犯検挙件数及び検挙人員の推移

注：本表の薬物事犯別営利犯は、覚醒剤事犯、大麻事犯、麻薬及び向精神薬事犯並びにあへん事犯をいい、犯罪統計による。
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51.7 55.1 40.5 56.7 54.1
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25.9 23.6 39.9 17.6 14.5
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193 212 305 342 426
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45.1 37.3 32.5 24.3 24.4
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麻薬及び 54 63 92 92 120
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あへん事犯 0 2 1 0 3

0 0 0 0 1

0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 1

0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

合計 966 982 1,191 1,064 1,229

803 774 1,041 900 975

397 379 384 365 357

49.4 49.0 36.9 40.6 36.6
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１ 犯罪組織等の動向

薬物事犯（覚醒剤事犯、大麻事犯、麻薬及び向精神薬事犯及びあへん事犯をいう。以下同じ。）全体

の検挙人員（13,862人）が僅かに減少（前年比217人、1.5％減）する中で、営利目的の薬物事犯の検挙

人員（975人）が増加（前年比75人、8.3％増）し、薬物事犯を資金源とする薬物犯罪組織が依然として

活発に活動していることがうかがわれる。

(1) 暴力団による薬物事犯

ア 暴力団構成員等の検挙状況

(ｱ) 覚醒剤事犯

覚醒剤事犯検挙人員の39.0％（3,051人）を暴力団

構成員等が占める。これを組織別にみると、六代目

山口組、神戸山口組、絆會（任侠山口組）、住吉会

及び稲川会の構成員等は2,398人と、これらで覚醒剤

事犯に係る暴力団構成員等の検挙人員全体の78.6％

を占めている（図表２－３）。

(ｲ) 大麻事犯

大麻事犯検挙人員の14.4％（789人）を暴力団構成

員等が占める。これを組織別にみると、六代目山口

組、神戸山口組、絆會（任侠山口組）、住吉会及び

稲川会の構成員等は598人と、これらで大麻事犯に係

る暴力団構成員等の検挙人員全体の75.8％を占めて

いる（図表２－４）。

イ 違反態様別の検挙状況

(ｱ) 覚醒剤事犯

暴力団構成員等による覚醒剤事犯の営利犯の検挙人員は246人と覚醒剤事犯の全営利犯検挙人

員（455人）の54.1％を占めており、特に密売関連事犯（377人）では60.7％（229人）を占め、

覚醒剤の密輸入・密売に暴力団が深く関与している状況が続いている。

(ｲ) 大麻事犯

暴力団構成員等による大麻事犯の営利犯の検挙人員は104人と大麻事犯の全営利犯検挙人員

（426人）の24.4％を占めており、特に栽培事犯（95人）では29.5％（28人）を占め、大麻の密

輸入・密売のみならず、栽培への一定の暴力団の関与もうかがわれる。

六代目
山口組

1,067人
35.0%

神戸

山口組

239人

7.8%

絆會（任侠山口組）
36人、1.2%

住吉会

613人

20.1％

稲川会

443人
14.5%

工藤會

117人
3.8%

道仁会
91人

3.0%

松葉会
88人
2.9%

東組
48人
1.6%

その他
の団体

309人
10.1%

六代目
山口組

263人
33.3%

神戸
山口組

58人
7.4%

絆會
（任侠山口組）

13人、1.6%

住吉会
161人
20.4%

稲川会
103人

13.1%

工藤會
49人
6.2%

道仁会
32人
4.1% その他

の団体

110人
13.9%

図表２-３ 覚醒剤事犯における暴力団組織別構成比率

図表２-４ 大麻事犯における暴力団組織別構成比率
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(2) 外国人の営利犯

ア 覚醒剤事犯

外国人による覚醒剤事犯の営利犯の検挙人員は66人と覚醒剤事犯の全営利犯検挙人員（455人）

の14.5％を占めている。また、このうち密輸入事犯は32人（構成比率48.5％）となっている。

国籍・地域別でみると、ベトナムが16人と最も多く、このうち密輸入事犯が７人、密売関連事

犯が９人となっている。次いでイランが11人で、このうち密輸入事犯が５人、密売関連事犯が６

人となっている。

イ 大麻事犯

外国人による大麻事犯の営利犯の検挙人員は50人と大麻事犯の全営利犯検挙人員（426人）

の11.7％を占め、前年（28人）より増加しており、今後の動向に注意を要する。また、このうち密

輸入事犯は10人（構成比率20.0％）となっている。

国籍・地域別でみると、ベトナムが22人と最も多く、このうち密輸入事犯が５人、密売関連事犯

が10人、栽培事犯が７人となっている。次いでブラジルが６人で、このうち密売関連事犯が５人、

栽培事犯が１人となっている。

２ 薬物密売関連事犯の検挙状況

(1) 薬物密売関連事犯の検挙状況

薬物の密売関連事犯の検挙人員は713人であり、前年に比べ64人、9.9％増加した。

このうち、暴力団構成員等は306人（構成比率42.9％）、外国人は76人（同10.7％）となっている

（図表２－５）。
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図表２－５ 薬物密売関連事犯検挙件数及び検挙人員の推移

注：本表の薬物密売関連事犯は、覚醒剤事犯、大麻事犯、麻薬及び向精神薬事犯並びにあへん事犯をいい、犯罪統計による。

覚醒剤事犯 538 498 440 466 493

458 402 372 389 377

290 263 240 258 229

63.3 65.4 64.5 66.3 60.7

49 41 43 32 34

10.7 10.2 11.6 8.2 9.0

大麻事犯 211 245 324 338 466
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50 49 63 53 71

39.4 37.7 31.7 23.2 23.2
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外国人

構成比率（％）
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(2) 主な薬物密売関連事犯の傾向、特徴

ア 覚醒剤密売関連事犯

覚醒剤の密売関連事犯の検挙人員は377人であり、このうち暴力団構成員等は229人（構成比率60.7

％）と、依然として覚醒剤の密売関連事犯に暴力団が深く関与している。

また、外国人は34人（同9.0％）となっている（図表２－６）。

図表２－６ 覚醒剤密売関連事犯検挙状況の推移

【事例】

○ 稲川会傘下組織幹部らによる覚醒剤密売事件（令和３年12月、山梨）

令和３年12月までに、山梨県内において覚醒剤を密売していた稲川会傘下組織幹部ら４人を覚

醒剤取締法違反（営利目的譲渡等）等で検挙するとともに、同人らから覚醒剤を購入するなどし

た密売客25人を覚醒剤取締法違反（所持等）等で検挙した。

イ 大麻密売関連事犯

大麻の密売関連事犯の検挙人員は306人であり、このうち暴力団構成員等が71人（構成比率23.2

％）と、その割合は覚醒剤事犯に比べて低いものの、大麻の密売関連事犯にも暴力団の関与が認め

られる。また、外国人は29人（同9.5％）となっている（図表２－７）。
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　　区分
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図表２－７ 大麻密売関連事犯検挙状況の推移

【事例】

○ 住吉会傘下組織組員らによる大麻密売事件（令和３年９月、警視庁・千葉・埼玉）

令和３年９月までに、ＳＮＳを利用して大麻を密売していた住吉会傘下組織組員ら９人を大麻

取締法違反（営利目的譲渡等）で逮捕するとともに、同人らから大麻を購入するなどした密売客

15人を大麻取締法違反（所持等）等で検挙した。

○ ＳＮＳを利用した大麻密売事件（令和３年12月、熊本）

令和３年12月までに、ＳＮＳを利用して大麻を密売していた無職の男ら３人を麻薬特例法違反

（あおり・唆し、業としての譲渡）等で逮捕するとともに、同人らから大麻を購入するなどした

密売客12人を大麻取締法違反（所持等）で検挙した。

３ 薬物密輸入事犯の検挙状況

(1) 薬物密輸入事犯の検挙状況

薬物密輸入事犯の検挙件数は212件と前年より僅かに減少した。薬物事犯別でみると、覚醒剤事犯

は56件と減少し、大麻事犯は72件、麻薬及び向精神薬事犯は83件とそれぞれ増加した。

薬物密輸入事犯では、検挙人員に占める外国人の割合は全体の50.4％、ＭＤＭＡ等合成麻薬では

64.7％と非常に高く、それぞれの薬物押収量と密輸入事犯の検挙実態を踏まえると、海外の薬物犯罪

組織の深い関与が認められる（図表２－８）。
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図表２－８ 薬物事犯別密輸入検挙件数及び検挙人員の推移

注：本表の薬物密輸入事犯は、覚醒剤事犯、大麻事犯、麻薬及び向精神薬事犯並びにあへん事犯をいい、犯罪統計による。

覚醒剤事犯 126 127 273 73 56
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14 32 36 20 17

9.2 20.4 10.8 17.5 20.5
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8 12 8 6 12
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14 14 14 2 18

29.8 34.1 48.3 20.0 66.7

あへん事犯 0 0 0 0 1

0 0 0 0 1

0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 1

0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

合計 302 324 463 218 212

289 312 498 235 268

25 49 45 27 30

8.7 15.7 9.0 11.5 11.2

183 182 335 121 135

63.3 58.3 67.3 51.5 50.4

検挙件数

検挙人員

暴力団構成員等

構成比率（％）

Ｒ３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年別
区分

H29 H30 Ｒ元 Ｒ２

外国人

構成比率（％）

暴力団構成員等

構成比率（％）

外国人

構成比率（％）

検挙件数

検挙人員

検挙件数

MDMA等合成麻薬

コカイン

ヘロイン

その他

検挙人員

暴力団構成員等

構成比率（％）

コカイン

暴力団構成員等

構成比率（％）

外国人

構成比率（％）

MDMA等合成麻薬

暴力団構成員等

外国人

構成比率（％）

暴力団構成員等

構成比率（％）

外国人

構成比率（％）

検挙件数

構成比率（％）

構成比率（％）

外国人

構成比率（％）

検挙件数

検挙人員

暴力団構成員等

検挙人員

暴力団構成員等

構成比率（％）

外国人

構成比率（％）

ヘロイン

暴力団構成員等

構成比率（％）

外国人

構成比率（％）

その他

構成比率（％）

外国人
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(2) 密輸入事犯における薬物の押収状況

密輸入事犯における覚醒剤の押収量は673.1キログラムと前年より増加しており、引き続き高い水

準にある中、錠剤型覚醒剤の押収量が顕著に増加した。電子たばこ用等の大麻濃縮物の押収量は

18.3キログラムと乾燥大麻の8.7キログラムを上回った（図表２－９）。

図表２－９ 薬物種類別密輸入押収量の推移

注１：覚醒剤の押収量（kg）は、錠剤型覚醒剤を含まない。

注２：合成麻薬の押収量は、覚醒剤とＭＤＭＡ等の混合錠剤を含む。

(3) 主な薬物密輸入事犯の傾向、特徴

ア 覚醒剤密輸入事犯

覚醒剤密輸入事犯の検挙件数は56件と前年より減少した。検挙人員については、暴力団構成員等

は17人、外国人は35人とそれぞれ減少した（図表２－10）。

また、国籍・地域別でみると、日本が48人と最も多く、次いでベトナム及び中国が７人、イラン

が５人となっている。

図表２－10 覚醒剤密輸入事犯検挙状況の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元 R２ R３

（人） 検挙人員 暴力団構成員等 外国人

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元 R２ R３

170 160 176 96 97 153 157 333 114 83

暴力団構成員等 20 30 25 19 11 14 32 36 20 17

外国人 118 119 135 72 73 120 103 246 63 35

　　　　　　　　　　　　     年別
　　区分

検挙人員

(kg) 1,073.4 784.4 609.5 418.2 673.1

（錠） 0 200 13 0 1,951

乾燥大麻 (kg) 5.6 120.6 120.3 19.9 8.7

大麻樹脂 (kg) 7.6 0.2 10.5 1.6 0.0

(kg) ー ー ー ー 18.3

合成麻薬 （錠） 826 11,639 73,183 87,097 48,909

MDMA （錠） 826 11,639 73,123 87,092 48,909

コカイン (kg) 8.3 40.2 33.4 22.8 9.2

ヘロイン (kg) 70.3 0.0 0.0 14.8 0.0

あへん (kg) 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3

覚醒剤

大麻濃縮物

　　　　　　　　　　　　年別
種類

H29 H30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３
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(ｱ) 態様別の検挙状況

態様別でみると、航空機を利用した覚醒剤の携帯密輸入事犯の検挙件数は３件と前年に引き続

き大幅に減少した（図表２－11）。

このほか、国際宅配便が32件、郵便物が12件、事業用貨物が９件となっている。

図表２－11 航空機を利用した覚醒剤の携帯密輸入事犯検挙状況の推移

(ｲ) 仕出国・地域別の検挙状況

仕出国・地域別でみると、メキシコが10件（構

成比率17.9％）と最も多く、次いでタイが８件

（同14.3％）、以下、アメリカが７件（同12.5

％）、マレーシアが６件（同10.7％）、イギリス

が５件（同8.9％）となっている（図表２－

12）。

(ｳ) 覚醒剤密輸入事犯の主な特徴

覚醒剤密輸入事犯の検挙件数は56件と減少する中、昨年に引き続き、密輸入事犯全体の検挙

件数に占める国際宅配便利用の割合（構成比率57.1％）が高い。

また、押収量についても、海上貨物の利用による大量密輸入事犯の検挙により、依然とし

て高水準にある。

こうした状況の背景には、我が国に根強い薬物需要が存在していることのほか、国際的なネ

ットワークを有する薬物犯罪組織が、アジア・太平洋地域において覚醒剤の取引を活発化させ

ていることがあるものと推認される。

0

50

100

150

200

250

300

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元 R２ R３

（件） 検挙件数 航空機利用の携帯密輸

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元 R２ R３

120 119 150 73 82 126 127 273 73 56
航空機利用の携帯密輸 81 96 121 44 41 84 80 189 25 3

　　　　　　　　　　　　  年別
　　区分

検挙件数

メキシコ

10件

17.9%

タイ

８件

14.3%

アメリカ

７件

12.5%

マレー

シア

６件

10.7%

イギリス

５件

8.9%
オランダ

３件

5.4%

カナダ

３件

5.4%

中国

２件

3.6%

ベトナム

２件

3.6%

南アフリカ

２件

3.6%

ドイツ

２件

3.6%

その他

６件

10.7%

図表２-12 覚醒剤密輸入事犯の仕出国・地域別構成比率








































